
27年国調 83,386 人 産  業  構  造 人口集中地区人口    都道府県名 団体名  市町村類型 Ⅱ－2

平成２８年度

平成２８年度平成２８年度

平成２８年度 人   口 22年国調 90,066 人  ２７年国調 8,165 人  Ｈ２８年度

増減率 △ 7.42 ％

区分 ２７年国調 ２２年国調

２２年国調 9,050 人    栃  木  県

   栃  木  県   栃  木  県

   栃  木  県 日光市

日光市日光市

日光市 〔092061〕

〔092061〕〔092061〕

〔092061〕  地方交付税種地   1－2

住民基本 H29.3.31 84,445 人 第１次 2,169 人 2,315 人 面  積(k㎡) 1449.83  H29.3.31

決 算 状 況

決 算 状 況決 算 状 況

決 算 状 況 H28.3.31 85,782 人 5.1 ％ 5.1 ％ 人口密度 57.51

台帳人口

増減率 △ 1.56 ％          (人) 指定団体等 区           分 平成28年度 平成27年度

    歳  入  の  状  況      (単位  千円：％） 第２次 11,275 人 12,549 人 27年国調世帯数 収     （千円）         （千円）

区    分 決算額 構成比 経常一般財源等 構成比 26.7 ％ 27.8 ％ 32,658 の指定状況 歳入総額 A 44,685,218 45,309,834

地方税 13,334,092 29.9 12,889,974 54.1 22年国調世帯数 支 歳出総額 B 42,895,017 43,192,690

地方譲与税 412,531 0.9 412,531 1.7 第３次 28,846 人 30,285 人 33,926 旧新産 × 歳入歳出差引 (A-B) C 1,790,201 2,117,144

利子割交付金 7,630 0.0 7,630 0.1 68.2 ％ 67.1 ％ 17年国調世帯数 旧工特 × 状 翌年度に繰り越すべき財源         D 97,215 342,691

配当割交付金 29,262 0.1 29,262 0.1 33,790 低開発 × 実質収支 (C-D) E 1,692,986 1,774,453

株式等譲渡所得割交付金 16,856 0.0 16,856 0.1 旧産炭 × 況 単年度収支 F △ 81,467 69,710

地方消費税交付金 1,531,305 3.4 1,531,305 6.4 山振 ○ 積立金 G 7,873 2,275

ゴルフ場利用税交付金 76,753 0.2 76,753 0.3 過疎 ○ 繰上償還金 H

特別地方消費税交付金 0 0.0 0 0.0 市 町 村 税 の 状 況     （単位  千円：％） 首都 × 積立金取崩し額               I 400,000

自動車取得税交付金 97,608 0.2 97,608 0.4 区        分 収入済額 構成比 超過課税分 近畿 × 実質単年度収支 (F+G+H-I) J △ 473,594 71,985

地方特例交付金等 33,508 0.1 33,508 0.1 普通税 12,510,044 93.8 140,028 中部 ×

地方交付税 9,919,882 22.2 8,660,092 36.4   法定普通税 12,510,044 93.8 140,028 市町村圏 ×

   普通 8,660,092 19.4 8,660,092 36.4 個人均等割 154,370 1.2 財政再建 × 給料月額 一人当たり平均

   特別 1,259,790 2.8 0.0 市町村 所得割 3,566,323 26.7 指数表選定 ○ 区       分 職員数     （百円） 給料月額(百円)

   震災特別 0.0 0.0 民  税 法人均等割 286,833 2.1 55,655 財源超過 × 一 一般職員 715 2,287,285 3,199

25,459,427 57.0 23,755,519 99.7 法人税割 434,836 3.3 84,373 般 うち技能労務員 42 135,618 3,229

交通安全交付金 9,836 0.0 9,836 0.0     固定資産税 7,193,498 53.9 職 教育公務員 8 32,104 4,013

分担金、負担金 191,676 0.4 0.0       うち純固定資産税 6,601,907 49.5 員 消防職員 188 554,036 2,947

使用料 588,809 1.3 18,944 0.1     軽自動車税 222,707 1.7 等 臨時職員 0

手数料 162,043 0.4 0.0     市町村たばこ税 651,242 4.9   合   計

  合   計  合   計

  合   計 911 2,873,425 3,154

国庫支出金 4,734,265 10.6 0.0     鉱産税 235 0.0

国有提供交付金 0 0.0 0.0     特別土地保有税 0.0 議員公務災害 ○ ごみ処理 × 区  分 定  数   適用開始年月日 (報酬)月額(百円)

都道府県支出金 3,033,173 6.8 0.0   法定外普通税 0.0 消防公務災害 ○ 火葬場 × 特 市区町村長 1 平成18.3.20 9,600

財産収入 166,344 0.4 38,329 0.2 目的税 824,048 6.2 0 退職手当 ○ 常備消防 × 別 副市区町村長 1 平成24.4.1 7,600

寄附金 121,740 0.3 0.0   法定目的税 824,048 6.2 0 母子通園ホーム × 小学校 × 職 教育長 1 平成18.3.20 6,750

繰入金 697,699 1.5 0.0        内 入湯税 379,930 2.9 老人福祉 × 中学校 × 等 議会議長 1 平成18.3.20 4,900

繰越金 2,117,144 4.7 0.0 事業所税 0.0 伝染病 × 都市競輪 × 議会副議長 1 平成18.3.20 4,100

諸収入 1,700,662 3.8 2,570 0.0 都市計画税 444,118 3.3 し尿処理 × 市場 × 議会議員 26 平成18.3.20 3,800

地方債 5,702,400 12.8 0.0        訳 水利地益税等 0.0 高齢者医療 ○

   うち減収補てん債（特例分） 0.0 0.0   法定外目的税 0.0

   うち臨時財政対策債 1,579,800 3.5 0.0 旧法による税 0.0

歳 入 合 計

歳 入 合 計歳 入 合 計

歳 入 合 計 44,685,218 100.0 23,825,198 100.0     合     計

    合     計    合     計

    合     計 13,334,092 100.0 140,028

    性  質  別  歳  出  の  状  況     （単位  千円：％） 目 的 別 歳 出 の 状 況 （単位  千円：％） 区    分   （単位  千円）

区　　分 決算額 構成比 充当一般財源等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率          区       分 決算額(A) 構成比 基準財政収入額 11,467,302

人件費 8,088,082 18.9 7,675,735 7,615,070 30.0 議会費  314,605 0.7 314,605 基準財政需要額 18,965,370

   うち職員給 5,458,443 12.7 5,113,929 0.0 総務費 5,517,878 12.9 648,899 4,466,636 標準税収入額 14,615,060

扶助費 6,979,371 16.3 2,515,113 2,509,086 9.9 民生費 12,408,716 28.9  151,312 6,827,765 標準財政規模 24,856,936

公債費 4,956,023 11.5 4,751,819 4,751,819 18.7 衛生費 3,144,985 7.3 130,786 2,675,241 0.622

内 元利償還金 4,955,864 11.5 4,751,660 4,751,660 18.7 労働費 39,532 0.1 37,364 実質収支比率 6.8

訳 一時借入金利子 159 0.0 159 159 0.0 農林水産費 1,108,269 2.6 468,954 522,542 95.8

20,023,476 46.7 14,942,667 14,875,975 58.6 商工費 3,036,544 7.1 270,944 1,499,069 102.2

物件費 6,591,437 15.4 5,732,376 5,357,931 21.1 土木費 3,627,184 8.5 1,676,456 2,307,359 公債費負担比率 15.7

維持補修費 565,502 1.3 477,443 476,374 1.9 消防費 2,462,180 5.7 851,470 1,639,160 公債費比率 8.1

補助費等 2,718,944 6.3 2,021,702 1,373,885 5.4 教育費 5,422,334 12.6 1,918,438 3,385,601

34,252 0.1 34,252 34,252 0.1 災害復旧費 856,767 2.0 45,556 積立 財調 4,062,347

繰出金 4,221,948 9.9 3,641,487 2,648,200 10.4 公債費 4,956,023 11.6 4,751,819 金現 減債 1,169,171

積立金 174,509 0.4 30,304 0.0 諸支出金 0.0 在高 特定目的 5,124,177

1,625,244 3.7 308,858 73,560 0.3 前年度繰上充用 0.0 地方債現在高 54,888,202

前年度繰上充用金 0.0 実質赤字比率 - ％     うち政府資金 22,922,835

投資的経費 6,973,957 16.3 1,317,880 - ％ 歳 出 合 計

歳 出 合 計歳 出 合 計

歳 出 合 計 42,895,017 100.0 6,117,259 28,472,717 債務 物件等購入 747,250

   うち人件費 281,216 0.7 281,216 実質公債費比率 5.6 ％ 854,271 実質収支 183,571 負担 保証、補償

普通建設事業費 6,117,259 14.3 1,272,393 将来負担比率 54.5 ％ 12,503 国 再差引収支 △ 4,708 行為 その他 6,435,493

内   うち補助 1,505,631 3.5 130,223 969,490 保 加入世帯数 13,659 額 実質的なもの

  うち単独 4,470,030 10.5 1,122,189 経常経費充当 公営事業 市場（法非適、想定企業会計） 499 会 被保険者数 22,143 収益事業収入

訳 災害復旧事業費 856,698 2.0 45,487 一般財源等計 24,805,925 千円 1,008,989 計 303,167

失業対策事業費 0.0 経常収支比率 97.6 ％ への繰出 34,784 の 現

現年計：合計

97.4　：　91.9

後期高齢(法非適) 1,314,232 状 徴年 市町村税

104.1 ％ 98,033 況 収分  現年分：計 98.1　：　95.2

歳入一般財源等 30,262,918 千円 27,022 率 ・ 純固定資産税

歳 出 合 計

歳 出 合 計歳 出 合 計

歳 出 合 計 42,895,017 100.0 28,472,717 ラスパイレス指数 99.6 (28年4月1日現在) 　計 現年分：計 96.6　：　89.3

302保険給付費

国庫支出金

観光施設（法非適）

（一般財源計）

（一般財源計）（一般財源計）

（一般財源計）

（義務的経費計）

（義務的経費計）（義務的経費計）

（義務的経費計）

(臨財債、減税補て

ん債（特例分）除

く）

被保険

者一人

当たり

介護ｻｰﾋﾞｽ事業（法非適）

連結実質赤字比率

一部事務組合加入の状況

〃(分子に臨財債含む)

110

上水道（法適用）

一人当たり平均給料

保険料収入 98

土地開発基金現在高

経常一般財源等比率

(A)の充当一般財源等

財政力指数 26-28

   うち一部組合負担金

投資、出資金、貸付金

(A)のうち普通建設事業費

介護保険事業（法非適）

国保事業(法非適)

国保直診(法非適)

下水道(法非適)


